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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

１．基本的な考え方

　　当社は、その社会的使命・責任を果たすため、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を重要な経営課題の一つとして認識しており、社外取締

　　役・社外監査役の選任により経営の監督・監査機能の強化を図るとともに、リスク管理・コンプライアンス経営体制を整備し経営の公正さや健

　　全性を確保するほか、適時・適切な情報開示により透明性の確保に努めます。

２．基本方針

（１）株主の権利・平等性の確保

　　 株主の権利・平等性を確保するとともに、適切な権利行使のための環境整備に努めます。

（２）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　　 当社の経営理念のもと、「ケイヒングループ行動規範」および「ケイヒングループ行動指針」を策定し、ケイヒングループのすべての役員および

　　 従業員等が共通の価値観を認識・共有し、高い倫理観を持って事業活動を行うほか、環境問題への取組みを積極的に行うなど、様々なステ

　　 ークホルダーとの適切な協働に努めます。

（３）適切な情報開示と透明性の確保

　　 法令に基づく開示を適切に行い、法令に基づく開示以外の情報提供にも主体的に取組むとともに、正確でわかりやすい情報提供に努めま

　　 す。

（４）取締役会等の責務

　　 透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うため、取締役会・監査役会は、それぞれの役割・責務の適切な遂行に努めます。

（５）株主との対話

　　 持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主に必要な情報を適宜・適切に開示するとともに、株主との間で建設的な対話

　　 に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４】

　議決権の電子行使および招集通知の英訳については、機関投資家・海外投資家の比率等の推移を踏まえ、検討してまいります。

【原則３－１】

（i）経営戦略・経営計画の開示を検討してまいります。

【補充原則３－１－２】

　英語での情報開示・提供については、海外投資家の比率等の推移を踏まえ、検討してまいります。

【補充原則４－１－２】

　中期経営計画の策定・開示については、検討してまいります。

【原則４－２】

【補充原則４－２－１】

　経営陣の報酬のインセンティブ付けについては、検討してまいります。

【原則４－１１】

【補充原則４－１１－３】

　当社取締役会の実効性評価については、評価手法も含め検討してまいります。

【補充原則５－１－２】

(iii)投資家説明会等については、検討してまいります。

【原則５－２】

　経営戦略・経営計画の開示を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－３】

　当社の資本政策の基本的な方針は次のとおりです。

　（１）株主資本

　　 　当社は、企業価値の持続的な向上を目指し、収益基盤の強化を図るとともに、機動的な投資を行いつつ、事業活動に伴うリスクに対して十

　　　 分な水準の株主資本を保持し、財務の健全性を保つことを基本としております。

　（２）配当

　　　 当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけており、将来における企業の成長と経営環境の変化に対応する



　　　 ために必要な内部留保を確保しつつ、業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回

　　　 を基本的な方針としており、その配当は取締役会の決議に拠ります。

【原則１－４】

　当社は、企業価値を向上させるための中長期的な視点に立ち、円滑な取引関係の維持・発展、安定的かつ継続的な金融取引関係の構築等、

　事業上の関係強化のため上場株式を保有することとしております。上場株式を取得・買増し・処分する場合には、取締役会にて意思決定する

　こととしております。

　保有株式に係る議決権の行使については、将来にわたり企業価値を高め、株主の利益を確保し、向上させるものであるかどうか等の観点から

　賛否を検討し、総合的に判断して対応しております。

【原則１－７】

　当社は、関連当事者との取引を行う際には、「取締役会規則」の定めにより、取締役会における承認を条件としており、当該議案に特別の利害

　関係を有する取締役は議決権を行使できないこととなっております。また、毎年度末には、当社役員および子会社役員に対して関連当事者間

　の取引に関する調査を実施するなど、監視体制を構築しております。なお、取引条件および取引条件の決定方針については、有価証券報告書

　に記載しております。

　（有価証券報告書：http://www.keihin.co.jp/ir/yuhou/）

【原則３－１】

（i） 当社は、「歓迎され、信頼される物流サービスの提供を通じて、広く国際社会に貢献するとともに、企業の安定した発展をはかり、あわせて企

　　 業に関係する人々の人間性豊かな生活を確保する。」ことを経営理念としております。なお、今後、経営戦略・経営計画の開示を検討してまい

　　 ります。

（ii） コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書「Ｉ １．基本的な考え方」に記載のとおりです。

（iii）取締役の報酬については、株主総会の決議により定められた限度額の範囲内で、取締役会の決議により、各個人への配分は役位・業績等

　　 を勘案したうえで代表取締役が決定しております。

（iv）取締役候補については、当社事業にかかる豊富な経験や知識に加え、企業価値の向上に資するべく経営監督機能を担うに足る見識を有し

　　 ていること等を勘案し指名を行います。社外取締役については、社外における経験・実績等に基づき、客観的な立場からの経営監督機能を

　　 担うに足る見識を有していること等を勘案して指名を行います。

　　 監査役候補については、中立的・客観的な立場からの監査機能を担うに足る見識を有していること等を勘案して指名を行います。

　　 取締役・監査役候補者の指名にあたっては、代表取締役社長が候補者およびその指名理由を説明し、取締役会の決議により決定しておりま

　　 す。なお、監査役候補者の指名にあたっては、監査役会の同意を得ております。

（v）取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の指名理由については、第７０期定時株主総会招集通知に記載しております。

　　（第７０期定時株主総会招集通知：http://www.keihin.co.jp/ir/soukai/）

【補充原則４－１－１】

　当社取締役会は、監査役出席のもと、月１回程度開催し、法令・定款・社内規程で定められている重要な意思決定および各取締役による業務執

　行の監督等を行っております。また、業務執行取締役、監査役、および必要によりグループ会社社長により構成される「グループ統轄会議」を、

　原則として毎月２回程度開催し、業務執行に関する基本的事項および重要事項に係る意思決定を機動的に行っております。

【原則４－９】

　当社は、会社法上の社外取締役の要件に加え、東京証券取引所が定める独立性基準を充たした、一般株主と利益相反が生じるおそれのない

　者を独立社外取締役に選任しております。

【補充原則４－１１－１】

　当社取締役会は、取締役の員数を１７名以内とし、当社事業にかかる各分野での経験・知識を有する取締役、および、社外における経験・実績

　等に基づき、客観的な立場からの助言機能を担うに足る見識を有する社外取締役を選任することとしております。

【補充原則４－１１－２】

　取締役・監査役の他の上場会社の役員等の兼任状況については、有価証券報告書に記載しております。

　（有価証券報告書：http://www.keihin.co.jp/ir/yuhou/）

【補充原則４－１１－３】

　当社取締役会の実効性評価については、評価手法も含め検討してまいります。

【補充原則４－１４－２】

　当社は、会社に関する知識や取締役・監査役に求められる知識等の提供機会を設けるとともに、各自において、社内外の研修会に参加するな

　ど、それぞれの立場において必要な知識の習得・更新を行い、その費用については当社が負担することとしております。また、必要に応じて、す

　べての取締役・監査役に共通して求められる法改正等の知識について勉強する機会を提供しております。

【原則５－１】

　当社は、株主との対話（面談）については、総務担当取締役が総括し、総務部が窓口となって関係部署と協議・連携しつつ、合理的な範囲で対

　応することを基本としております。また、株主との対話に際しては、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する事項をテーマと

　することとし、内部者取引防止規程に基づきインサイダー情報の管理に留意しつつ、株主との対話を通じて把握された重要な意見等について、

　取締役会に報告することとしております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,218,000 9.51



京友商事株式会社 5,635,000 8.62

朝日生命保険相互会社 4,970,000 7.60

東京海上日動火災保険株式会社 4,827,770 7.39

フィード・ワン株式会社 4,653,000 7.12

株式会社横浜銀行 3,255,000 4.98

株式会社三井住友銀行 2,759,450 4.22

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,964,000 3.00

共栄火災海上保険株式会社 1,223,000 1.87

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 1,000,000 1.53

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 倉庫・運輸関連業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 17 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 13 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

酒井透 他の会社の出身者 ○

本保芳明 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

酒井透 ○

社外取締役の酒井透氏は、フィード・ワン
株式会社の顧問です。フィード・ワン株式
会社は当社の株主であり、当社はフィー
ド・ワン株式会社の株主であります。なお、
当社とフィード・ワン株式会社とは、物流業
務等の取引があるものの、その額は僅少
であります。

長年にわたり会社経営に携わっており、その経
営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社
の経営に反映していただくためであります。な
お、独立性の基準には該当せず、一般株主と
の利益相反が生じるおそれがないと判断され
るため、独立性は確保されております。

本保芳明 ○ 該当事項はありません。

国土交通省における長年の経験と幅広い見識
を当社の経営に反映していただくためでありま
す。なお、独立性の基準には該当せず、一般
株主との利益相反が生じるおそれがないと判
断されるため、独立性は確保されております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

・監査役は、当社の会計監査人と定期的に会合を持ち、情報および意見交換を行うとともに、会計監査実施経過の報告を受けております。

・内部監査については、内部統制室が各事業所に対する業務監査を実施しております。内部監査部門と監査役とは年度監査計画を共同で作成　

　し、定期あるいは随時、監査に関する情報交換、意見交換を実施して連携を図っており、監査役の監督機能の強化に資する体制となっておりま

　す。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

影山好伸 他の会社の出身者 △

森信一 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

影山好伸 ○

社外監査役影山好伸氏は、朝日生命保
険相互会社の出身です。朝日生命保険相
互会社は当社の借入先かつ株主でありま
す。

金融機関での長年の業務経験により培われた

高い見識と監査業務に携わった経験が当社お

よびグループ会社の監督・監査体制の強化に

資するためであります。なお、独立性の基準に
は該当せず、一般株主との利益相反が生じる
おそれがないと判断されるため、独立性は確保
されております。



森信一 　

社外監査役森信一氏は、株式会社横浜

銀行の出身です。株式会社横浜銀行は

当社の借入先かつ株主であり、当社は同

行の完全親会社の株式会社コンコルディ
ア・フィナンシャルグループの株主でありま
す。なお、同氏は、東亜道路工業株式会
社の常勤監査役を兼任しております。

長年の銀行業務および他社の監査役としての

豊富な経験により培われた高い見識と監督能

力を当社およびグループ会社の監督・監査に

反映していただくためであります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

インセンティブ付けについては、検討してまいります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

役員報酬の内容（平成２９年３月期）

取締役：２１８百万円（１５名）、監査役：３７百万円（４名）、合計２５５百万円（１９名）

（注）１．上記のうち、社外取締役２名に対する報酬等の総額は、１３百万円であります。

　　　２．上記のうち、社外監査役２名に対する報酬等の総額は、１３百万円であります。

　　　３．上記取締役および監査役の報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額７４百万円（取締役６８百万円、監査役

　　　　　６百万円）が含まれております。

　　　４．上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額７９百万円を支払っております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

役員報酬については、株主総会の決議により定められた限度額の範囲内で、取締役については取締役会の決議により、各個人への配分は役

位・業績等を勘案したうえで代表取締役が決定しております。監査役については監査役の協議により決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役会の開催にあたっては、他の役員と同様に、社外取締役および社外監査役に対して、資料の事前配布を行うとともに、必要に応じて事前説
明を行うこととしております。

社外監査役の職務の補助は、「内部統制室」の使用人が兼務して行っております。社外監査役と当該使用人については、随時、監査に関する情

報交換、意見交換を実施して連携を図っており、有効な内部統制の確立に努めております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）



当社は、監査役制度を採用しており、経営に関する機関として株主総会、取締役会、監査役会のほか、「グループ統轄会議」を設けております。

１．取締役会は、社外取締役２名を含む取締役１３名で構成され、監査役出席のもと、月１回程度開催し、法令、定款、社内規定で定められている

　　重要な意思決定および業務執行の監督等を行っております。

　　また、一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立性の確保された社外取締役２名の選任により、客観的な立場からの経営監督機能の

　　強化が図られております。

２．監査役会は、社外監査役２名を含む４名の監査役で構成され、月１回程度開催し、監査役の職務遂行状況および取締役の執行状況の監督を

　　行っております。

　　また、一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立性の確保された社外監査役２名の選任により、監査機能の強化が図られております。

　　監査役は、取締役会等の重要な会議へ出席し意見を述べるほか、重要な事業所に対する業務監査および子会社等に対する調査等、年度監

　　査計画に基づく監査を実施し、その結果を監査役会、代表取締役および取締役会に報告しております。

　　監査役会は、内部監査・内部統制部門およびその管掌取締役、会計監査人と定期的に会合をもち、情報交換・意見交換を行い、年度監査方　

　　針・監査計画に反映するなど、緊密な連携を図っております。また、監査役の職務の補助は内部統制室の使用人が行っております。

３．「グループ統轄会議」は、業務執行取締役、監査役、および必要によりグループ会社社長により構成され、原則として月２回程度開催し、業務

　　執行に関する基本的事項および重要事項に係る意思決定を機動的に行っております。

４．当社は社外取締役２名および監査役４名との間で、定款の規定に基づいて責任限定契約を締結しております。当該責任限定契約の内容の概

　　要は、会社法第４２３条第１項の賠償責任について、当該社外取締役または監査役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、

　　会社法第４２５条第１項で定める最低責任限度額を限度とするものであります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

１．取締役の任期を１年とし、取締役会の経営責任を明確にするとともに経営環境の変化に迅速に対応できる体制を構築しております。

　　また、社外取締役２名は、会社経営者としての豊富な経験、あるいは国土交通省における長年の経験を有しており、いずれもその幅広い見識

　　を当社の経営に反映することで、経営監督機能の強化に資するものであります。

２．監査役監査を支える人材・体制の確保、内部統制室（内部監査・内部統制部門）との連携を図るとともに、代表取締役と定期的会合を設けるな

　　ど、業務執行に関する監査役の監督機能を充分に果たせる仕組みを構築しております。

　　また、社外監査役２名は、他の会社の監査役兼任者、あるいは監査業務の経験者であり、実効性・専門性や外部的な視点も含め、監査機能

　　の強化に資するものであります。

３．「内部統制システム整備の基本方針」を定め、「ケイヒングループ行動規範」を制定するとともに、コンプライアンスおよびリスク管理の統轄組

　　織として危機管理委員会を設置し、グループ会社を含めて業務の適正を確保する体制を整備しております。

以上、経営の公正さと健全性の確保が可能な体制を整備しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
平成２９年６月２９日開催の第７０期定時株主総会に際し、６月８日に招集通知を発送しま
した。

その他 第７０期定時株主総会招集通知を６月２日に当社ホームページに掲載しました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書、四半期報告書、適時開示資料等を掲載しており

ます。

ＩＲ資料に関するホームページＵＲＬ : http://www.keihin.co.jp/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 総務部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ケイヒングループ行動規範の制定（２００５年５月１９日）

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

平成１５年に環境方針を策定し、環境に配慮した事業活動を推進し地球環境の保全に取り
組ん

でおります。具体的には

　１．倉庫業・トラック運送事業の全事業所における「グリーン経営認証」の取得

　２．倉庫施設における高効率変圧器・垂直搬送機の導入

　３．冷蔵倉庫・定温庫における断熱効果向上のための外壁・内壁の改修

　４．大黒埠頭流通センター（横浜市）における太陽光発電設備（発電容量２００ｋＷ）の設
置

　５．各施設におけるＬＥＤ照明等高効率照明器具・省エネ型空調設備の導入

など積極的にＣＯ２削減に取り組んでおります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社ホームページにおいて全社情報のタイムリーなディスクローズに努めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

・ 当社は、取締役および使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、「ケイヒングループ行動規範」および「ケイヒングループ行動指針」を制定し

　 ました。コンプライアンスの統轄組織として「危機管理委員会」を設置し、違反行為に対する予防、対応、再発防止のための措置等を行っており

　 ます。また、その下部組織として、「コンプライアンス統轄チーム」を設け、「コンプライアンスマニュアル」に基づき、コンプライアンス体制の整

　 備・推進を図っており、コンプライアンスに関する内部通報制度として「ヘルプライン」窓口を設け、その窓口として「社内ヘルプライン窓口」を当

　 社内に、「社外ヘルプライン窓口」を社外の弁護士事務所内に、それぞれ設置しております。

・ 事業運営リスクの統轄組織として、「危機管理委員会規程」に基づき「危機管理委員会」を設置し、リスク発生の未然防止、リスクが発生した場

　 合に損失を最小限に止めるための措置、および再発防止のための措置など、リスク管理体制の整備・推進を図っております。

・ 取締役の職務の執行に係る情報取扱いは、法令および「取締役文書管理規程」に基づき適切に保存し管理しております。

・ コンプライアンス体制とリスク管理体制については、当社とグループ会社とを一体化した体制を整備し、当社「危機管理委員会」が統轄してお

　 り、グループ会社もコンプライアンスに関する内部通報制度を定め、「ヘルプライン」を設け、その窓口として「社内ヘルプライン窓口」を当社内

　 に、「社外ヘルプライン窓口」を社外の弁護士事務所内に、それぞれ設置し一元的に対応しております。

　 また、グループ会社の業務運営については、「グループ統轄会議」において適時報告を受けるとともに、経営管理上および業務遂行上の重要

　 事項について審議を行っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対しては、毅然とした態度で関係遮断することを基本方針としております。反　

社会的勢力に対する対応統轄部署は総務部とし、日頃から情報の収集・管理を実施しております。また、反社会的勢力による不当要求に備え　　

て、平素から所管警察署・顧問弁護士等の外部専門機関と密接な連携関係を構築しております。さらに、対応マニュアル「コンプライアンスマニ　

ュアル（反社会的勢力との関係遮断）」を整備しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は、「財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を定めており、その内容は次のとおりです。

当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えます。したがって、当社の財務および事業の方針の決定を支配することが可能な

量の株式を取得する買付提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様のご意思に委ねられるべきものと考えます。

しかし、株式の大規模買付行為の中には、(1)買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすおそれのあるもの、(2)株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、(3)対象会社の取締役会や株主が買付の条件等につ

いて検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、対象会社の企業価値ひいては

株主共同の利益を確保し、向上させることにはならないものも存在します。当社は、このような不適切な大規模買付行為を行う者は、当社の財務

および事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。

そのような大規模買付行為を行おうとする者に対しては、情報開示を積極的に求め、当社取締役会の判断、意見などとともに公表するなど、株主

の皆様が適切な判断を行うための情報と時間の確保に努めるとともに、必要に応じて、会社法その他関係法令の許容する範囲内において適切な
対応をしてまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

１．情報取扱責任者および担当部署

　　情報取扱責任者を取締役総務部長としており、適時開示の可能性がある会社情報については、総務部が担当部署として当社各部署およびグ

　　ループ会社から情報を集約しております。

２．適時開示の手続き

　　総務部に集約された会社情報について、その正確性や開示の要否を確認したうえで、開示手続きを行っております。　

　（１）決定事実・決算情報

　　　 決定事実・決算情報については、業務執行取締役、監査役および必要によりグループ会社社長により構成される「グループ統轄会議」また

　　　 は「取締役会」で決議後、遅滞なく開示しております。

　（２）発生事実

　　　 発生事実については、情報取扱責任者は、関係部署等と連携して内容を確認し、当該事実が適時開示の必要があると判断された場合に

　　　 は、代表取締役社長に報告後、遅滞なく開示しております。

３．適時開示の方法

　　適時開示に係る会社情報は、ＴＤｎｅｔシステムを利用した開示のほか、開示資料の東京証券取引所記者クラブ等への配布や当社ホームペー

　　ジへの掲載により、積極的な公表を行っております。

４．情報の管理

　　当社は、「内部者取引防止規程」を制定し、重要な内部情報の管理を行い、内部者取引を未然に防止する体制を構築しております。




